
No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

1
①食料品の物価高
騰に対する特別加算

ハッピー・スマイ（米）ル推進事業（R7
補正分）

①物価高騰の影響を受ける子育て世帯に対して市内産米
引換券を発行し、家計を支援する。
②補助金（事業費及び事務費）
③合計　29,000,000円（56,822,000円の内数）
補助金　650円×5ｋｇ×17,300枚×利用率98％≒
55,101,000円
印刷製本費　149,000円
通信運搬費　850,000円
委託料　　　　722,000円
④市内の未就学児を養育するすべての住民

R7.4 R8.3

2

⑤医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する物
価高騰対策支援

障がい児・者施設等光熱費等高騰対
策支援金

①光熱費等の高騰により運営経費が増加している市内障
がい児・者施設の電気などの光熱費高騰分に係る経費を
補助し、安定した事業運営を支援する。
②補助金
③合計　855,000円
入所施設　50人×4,500円
グループホーム　9施設×30,000円
障害者通所施設　8施設×30,000円
障害児通所施設　8施設×15,000円
④対象施設：25事業所

R7.4 R8.3

3

⑤医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する物
価高騰対策支援

医療機関等光熱費等高騰対策支援
金

①光熱費等の高騰により運営経費が増加している医療機
関及び薬局の電気などの光熱費高騰分に係る経費を補助
し、安定した事業運営を支援する。
②助成金、通信運搬費
③合計　3,550,000円
病院　4施設×100,000円
診療所（入院施設あり）　2施設×75,000円
診療所（入院施設なし）　20施設×50,000円
歯科　29施設×50,000円
薬局　22施設×25,000円
④公立施設を含まない医療機関等　77か所

R7.4 R8.3

4

⑤医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する物
価高騰対策支援

高齢者施設等光熱費等高騰対策支
援金

①光熱費等の高騰により運営経費が増加している市内高
齢者施設の電気などの光熱費高騰分に係る経費を補助
し、安定した事業運営を支援する。
②補助金
③合計　7,615,000円
高齢者入所施設　965人×6,000円=5,790,000円（25か所）
訪問介護事業所　25か所×25,000円=625,000円
通所介護事業所　16か所×75,000円=1,200,000円
④対象施設：66事業所

R7.4 R8.3

5

⑤医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する物
価高騰対策支援

保育所等物価高騰対策給付事業

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた
保育所等に対し補助金を交付し、安定した保育体制の提供
を図る。
②補助金
③民間保育施設　7施設（１人あたり食材費2,500円、都市
ガス140円、高圧電力1，800円、低圧電力720円）
　施設Ａ　75人×4,300=322，500円≒323，000円
　施設Ｂ　70人×4,440円=310，800円≒311,000円
　施設Ｃ　60人×4,300円=258，000円
　施設Ｄ　18人×4,440円 =79，920円≒80,000円
　施設E　42人×3，220円＝135，240円≒136,000円
　施設F　26人×3，220円＝83，720円≒84,000円
　施設G　10人×4，300円＝43，000円
④私立保育所3ヶ所、地域型保育施設1ヶ所、認定こども園
1ヶ所、認可外保育施設2ヶ所

R7.4 R8.3

6
⑥農林水産業におけ
る物価高騰対策支
援

畜産飼料価格高騰対策事業

①新型コロナウイルス感染症や円安傾向等による飼料価
格の上昇により影響を受けた酪農者に対し、飼料価格上昇
相当分の一部を補助することで、経営の安定化を支援す
る。
②補助金
③96ｔ×400円＝38,400円≒39,000円
④市内酪農者　1人

R7.4 R8.3

7
③消費下支え等を通
じた生活者支援

ハッピーエール応援券発行事業

①物価高騰等に直面する生活者や事業者に対する支援の
ため、商品券を発行する。
②補助金（事業費及び事務費）
③合計　88,801,000円
事業費補助金
　500円券×3枚×48,900人×換金率　98％＝71,883,000円
事務費補助金（印刷、郵送、換金等の経費）
　16,918,000円
④市民48,801人（R7.1.1時点）

R7.4 R8.3
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8
③消費下支え等を通
じた生活者支援

住宅リフォーム資金補助金

①物価高騰等に苦しむ市内業者の活性化を図るために、
住宅のリフォームを行う市民へ補助額を出すことで、消費を
喚起する。
②補助金
③補助額　100,000円×70件=7,000,000円
④住宅のリフォームを行う市民70世帯

R7.4 R8.3

9

②エネルギー・食料
品価格等の物価高
騰に伴う子育て世帯
支援

学校給食物価高騰負担軽減補助金

①物価高騰等に直面する保護者の家計支援のため、学校
給食費の値上げ分について学校給食会計へ補助を行う。
（教職員分は除く）
②補助金
③合計　16,390,330円
小学校（値上額　500円）
　500円×11か月×1,813人＝9,971,500円
中学校（値上額　530円）
　530円×11か月×1,101人＝6,418,830円
④市内小・中学校12校

R7.4 R8.3

10
⑦中小企業等に対
するエネルギー価格
高騰対策支援

街路灯電気料補助事業

①物価高騰に伴う電気料の引上げに直面する生活者・事
業者への支援として、自治会・商店街等に行っている電気
料の補助を通常より上増しする。
②補助金
③合計　（Ａ）＋（Ｂ）＝11,946,000円
（A）自治会等への補助 　10,285,000円
（B）商店街への補助　　 　1,661,000円
④自治会、商店街等

R7.4 R8.3

11
⑥農林水産業におけ
る物価高騰対策支
援

農業者物価高騰対策事業補助金

①物価高騰の影響を受ける農業者に対して補助金を交付
することで、経営の安定化を支援する。
②補助金
③合計　18,567,000円
（Ａ）補助金 17,995,000円
（Ｂ）印刷製本費　205,000円
（Ｃ）通信運搬費（郵送代）　333,000円
（Ｄ） 委託料　34,000円
④市内農業者　1,962人

R7.6 R8.3

12
⑦中小企業等に対
するエネルギー価格
高騰対策支援

こども食堂物価高騰対策支援金

①物価高騰の影響を受ける、こども食堂を運営する市内５
団体に対して、一食あたり100円を上限に補助金を交付し、
経営の安定化を支援する。
②補助金
③100円×4,220食＝422,000円
④市内こども食堂運営団体　５団体

R7.6 R8.3

13

②エネルギー・食料
品価格等の物価高
騰に伴う子育て世帯
支援

ハッピー・スマイ（米）ル推進事業

①物価高騰の影響を受ける子育て世帯に対して市内産米
引換券を発行し、家計を支援する。
②補助金（事業費及び事務費）
③合計　2,021,000円（56,822,000円の内数）
補助金　650円×5ｋｇ×17,300枚×利用率98％≒
55,101,000円
印刷製本費　149,000円
通信運搬費　850,000円
委託料　　　　722,000円
※事務費はNo.24に計上
④市内の未就学児を養育するすべての住民

R7.4 R8.3

14

⑦医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する物
価高騰対策支援

障がい児・者施設等光熱費等高騰対
策支援金（R7補正分）

①光熱費等の高騰により運営経費が増加している市内障
がい児・者施設の電気などの光熱費高騰分に係る経費を
補助し、安定した事業運営を支援する。
②補助金
③合計　930,000円
入所施設　50人×4,500円
グループホーム　10施設×30,000円
障害者通所施設　9施設×30,000円
障害児通所施設　9施設×15,000円
④対象施設：28事業所

R8.1 R8.3

15

⑦医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する物
価高騰対策支援

医療機関等光熱費等高騰対策支援
金（R7補正分）

①光熱費等の高騰により運営経費が増加している医療機
関及び薬局の電気などの光熱費高騰分に係る経費を補助
し、安定した事業運営を支援する。
②助成金、通信運搬費
③合計　3,675,000円
病院　5施設×100,000円
診療所（入院施設あり）　2施設×75,000円
診療所（入院施設なし）　20施設×50,000円
歯科　28施設×50,000円
薬局　25施設×25,000円
④公立施設を含まない医療機関等　80か所

R8.1 R8.3
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16

⑦医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する物
価高騰対策支援

高齢者施設等光熱費等高騰対策支
援金（R7補正分）

①光熱費等の高騰により運営経費が増加している市内高
齢者施設の電気などの光熱費高騰分に係る経費を補助
し、安定した事業運営を支援する。
②補助金
③合計　8,690,000円
高齢者入所施設　1，115人×6,000円=6,690,000円（25か
所）
訪問介護事業所　26か所×25,000円=650,000円
通所介護事業所　18か所×75,000円=1,350,000円
④対象施設：69事業所

R8.1 R8.3

17

⑦医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する物
価高騰対策支援

保育所等物価高騰対策給付事業（R7
補正分）

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた
保育所等に対し補助金を交付し、安定した保育体制の提供
を図る。
②補助金
③民間保育施設　6施設（１人あたり食材費2,500円、都市
ガス140円、高圧電力1，800円、低圧電力720円）
　施設Ａ　173人×3,220≒557,000円
　施設Ｂ　75人×3,300円≒247,000円
　施設Ｃ　70人×2,640円≒184,000円
　施設Ｄ　60人×4,383円≒262,000円
　施設E　18人×2,640円≒47,000円
　施設F　42人×3,220円≒135,000円
④私立保育所3ヶ所、地域型保育施設1ヶ所、認定こども園
1ヶ所、認可外保育施設1ヶ所

R8.1 R8.3

18
⑧農林水産業におけ
る物価高騰対策支
援

農業者物価高騰対策事業補助金（R7
補正分）

①物価高騰の影響を受ける農業者に対して補助金を交付
することで、経営の安定化を支援する。
②補助金
③
　SDGs取組宣言分　33,290kg×300円≒9,986,000円
　農薬高騰対策分　4,034,407㎡×0.5円≒2,018,000円
　農地集約化分(1)　110千円×64経営体≒7,040,000円
　農地集約化分(2)　　200a×100千円≒2,000,000円
④農業経営者

R7.4 R8.3

19
③物価高騰に伴う子
育て世帯支援

こども食堂物価高騰対策支援金（R7
補正分）

①物価高騰の影響を受ける、こども食堂を運営する市内５
団体に対して、一食あたり100円を上限に補助金を交付し、
経営の安定化を支援する。
②補助金
③100円×4,420食＝442,000円
④市内こども食堂運営団体　５団体

R8.1 R8.3

20
③物価高騰に伴う子
育て世帯支援

ハッピー・スマイ（米）ル推進事業（R7
補正分）

①物価高騰の影響を受ける子育て世帯に対して市内産米
引換券を発行し、家計を支援する。
②補助金（事業費及び事務費）
③合計　25,801,000円（56,822,000円の内数）
補助金　650円×5ｋｇ×17,300枚×利用率98％≒
55,101,000円
印刷製本費　149,000円
通信運搬費　850,000円
委託料　　　　722,000円
④市内の未就学児を養育するすべての住民

R7.4 R8.3

21

⑦医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する物
価高騰対策支援

住民の用に供する施設に対する物価
高騰対策事業（小学校）（R7補正分）

①著しい物価高騰により生じた市立小中学校における電
気・ガス料金の影響を軽減し、児童の快適な教育環境を確
保する。
②需用費（電気・ガス料金のうち、物価高騰前の令和３年
度と比較した高騰分）
③小学校分　10,775,000円
　ア　電気料金
　　R3決算　電気料金平均単価　21.8円/kw(ｱ)
　　R7見込　電気料金平均単価　29.3円/kw(ｲ)
（(ｲ)-(ｱ)）×R7使用量見込　900，000Kw＝6,750,000円
　イ　ガス料金
　　R3決算　電気料金平均単価　163.3円/㎥(ｱ)
　　R7見込　電気料金平均単価　179.4円/㎥(ｲ)
（(ｲ)-(ｱ)）×R7使用量見込　250,000㎥＝4,025,000円
④市立小学校　９校
※その他欄は一般財源

R7.4 R8.3
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22

⑦医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する物
価高騰対策支援

住民の用に供する施設に対する物価
高騰対策事業（中学校）（R7補正分）

①著しい物価高騰により生じた市立小中学校における電
気・ガス料金の影響を軽減し、児童の快適な教育環境を確
保する。
②需用費（電気・ガス料金のうち、物価高騰前の令和３年
度と比較した高騰分）
③中学校分　8,908,000円
　ア　電気料金
　　R3決算　電気料金平均単価　21.5円/kw(ｱ)
　　R7見込　電気料金平均単価　27.9円/kw(ｲ)
（(ｲ)-(ｱ)）×R7使用量見込　450,000ｋｗ＝2,880,000円
　イ　ガス料金
　　R3決算　電気料金平均単価　124.2円/㎥(ｱ)
　　R7見込　電気料金平均単価　179.0円/㎥(ｲ)
（(ｲ)-(ｱ)）×R7使用量見込　110,000ｋｗ＝6,028,000円
④市立中学校　３校
※その他欄は一般財源

R7.4 R8.3

23

⑪推奨事業メニュー
例よりも更に効果が
あると判断する地方
単独事業

住民の用に供する施設に対する物価
高騰対策事業（公民館）（R7補正分）

①著しい物価高騰により生じた市立公民館における電気・
ガス料金の影響を軽減し、市民の快適な環境を確保する。
②需用費（電気・ガス料金のうち、物価高騰前の令和３年
度と比較した高騰分）
③
　　R3決算　電気料、ガス料金　10,453,683円
　　R7見込　電気料、ガス料金　12,877,004円
　　高騰分　2,423,321
④市立公民館　５館
※その他欄は一般財源
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⑦医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する物
価高騰対策支援

住民の用に供する施設に対する物価
高騰対策事業（保育所）（R7補正分）

①著しい物価高騰により生じた市立保育園における電気・
ガス料金の影響を軽減し、利用する児童の快適な環境を
確保する。
②需用費（電気・ガス料金のうち、物価高騰前の令和３年
度と比較した高騰分）
③
　　R3決算　電気料、ガス料金　4,752,990円
　　R7見込　電気料、ガス料金　6,659,831円
　　高騰分　1,906,841円
④市立保育園　３園
※その他欄は一般財源

R7.4 R8.3
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⑩地域公共交通・物
流や地域観光業等
に対する支援

シティプロモーションの推進事業

①物価高騰の影響により市内商工業者の経営環境が悪化
し、市の活力が低下している状況であり、こうした状況を打
破するため、地域住民有志でシティプロモーションのための
映画を作成する。この団体に対して補助金を交付すること
で、地域経済を活性化し、市内商工業者の経営環境改善
に寄与する。
②補助金
③15，000千円×1団体=15,000千円
④市内商工業者（補助団体は映画作成実行委員会）
※その他欄は一般財源
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④消費下支え等を通
じた生活者支援

自治会活動支援事業

①物価高騰が続く中、自治会活動を継続するために、自治
会活動のデジタル化や、自治会施設の改修に対する補助
金を支出することで、地域住民の負担を軽減する。
②補助金（自治振興事業、集会所整備事業）
③自治振興　5万円×25地区＝1,250千円、集会所整備一
式　2，591千円
④自治会

R7.4 R8.3

27
③物価高騰に伴う子
育て世帯支援

市立保育所賄補助事業

①物価高騰による食材費の増額分を負担し、保護者負担
を増やすことなく、市立保育所の給食を円滑に実施する。
②需用費（賄材料費）
③（食材費　280円-自己負担　220円）×300日×224人＝
4，032，000円※教職員は含まない
④市立保育所
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